
商工会議所LOBO調査の活用状況について（2022年10～12月期）

活用状況
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◆ 2022/10/26
第３回ＧＸ実行会議

第３回ＧＸ実行会議において、小林特別顧問（当
時）から、８月付帯調査の結果について言及があっ
た。
中小企業において、環境問題対応への認識や理
解が十分でないとし、温室効果ガス排出削減につ
いて、「特に取組を行っていない」という回答が約半
数に達し、「取組を進めている」という回答は約２割
にとどまっている結果を紹介した。そのうえで、政府
と協力して啓蒙に努めていきたいと発言した。

懇談会・政府主催会議等

商工会議所LOBO調査からみた2022年10～12月期の景況

日本商工会議所では、各地商工会議所のご協力のもと、中小企業や各地域の「肌で感じる足
元の景況感」を迅速かつ的確に把握するとともに、政策提言・要望活動の資料として活用する
ことを目的に、1989年4月より本調査を実施しております。
本調査は、リアルタイムの景気動向を表すものとして、2021年度には、新聞、テレビ等で99回
取り上げられたほか、政府主催の会議等において、会頭が中小企業の生の声や実態を伝える
など、有効に活用させていただいております。本調査の2022年10月～12月の活用状況につい
てご報告いたします。

小売業とサービス業では、水際対策の緩和や
全国旅行支援により、業況は改善傾向にあった
ものの、物価高や年末の感染拡大による影響
を受け、力強さを欠いた。製造業や卸売業では、
改善傾向にある小売業・サービス業に牽引され
たほか、部品等の供給制約の一部緩和や、企
業の堅調な設備投資需要に牽引され、改善。
建設業では、民間工事が堅調であったものの、
資材・燃料価格の高騰や人手不足の影響を受
け、足踏みとなった。経済活動は正常化に向か
うも、コスト負担増や、物価高等による消費マイ
ンド低下が重荷となり、中小企業の業況は改善
を示すも力強さを欠いている。

業況は、10月と11月は改善も、コスト上昇に感染拡大が重なり、12月は悪化。

※写真は第５回ＧＸ実行会議のもの
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新聞・テレビ報道等

◆ 2022/10/27 財界オンライン
LOBO付帯調査「コロナの影響は足元では緩和」

三村会頭（当時）のインタビュー記事において、LOBO付帯調査の結果について言及があった。
三村前会頭は、コロナ禍が始まった頃、飲食・宿泊業など、人流で成り立っている産業が大きな
影響を受けたが、足元でその影響が徐々に緩和しているとした。そのうえで、コロナ感染拡大前
に比べて、売上高が30％以上減少した中小企業の割合は、一時約3割にまでのぼったが、足元
では2割程度に減少しているというLOBO調査の結果を紹介した。そして、現在懸念されるのは
世界的な物価の高騰であると続けた。

【本件担当】
日本商工会議所 産業政策第一部 秋元、姫野、原田、小林
TEL:03-3283-7630 FAX:03-3213-8716  E-Mail:sangyo1@jcci.or.jp

※その他メディア等に13回掲載
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懇談会・政府主催会議等

◆ 2022/12/15
西村経済産業大臣との懇談会

西村経済産業大臣との懇談会の冒頭において、
小林会頭からLOBO調査の結果について言及が
あった。
まず、約２割の企業がコロナ禍で今なお真に困
窮している（感染拡大前と比べて売上が30％以
上減少）こと、95％の企業がコスト増による収益
圧迫を受けていること、53％の企業が円安によっ
てマイナスの影響を受けていることなど、中小企
業の厳しい状況を説明した。また、賃上げ企業の
うち７割が業績改善なき防衛的賃上げとなってお
り、自発的な賃上げには原資の確保が必要とし
た。収益確保には適正値上げに取り組む必要が
あるが、約９割の企業が価格転嫁が十分に行え
ていないという調査結果も紹介した。

◆ 2022/12/２ 日刊工業新聞
LOBO調査11月「業況ＤＩ、全業種が改善またはほぼ横ばい」

11月のＬＯＢＯ調査において、全産業の業況ＤＩは▲16.4（前月比＋4.3ポイント）と、２カ月連続
で改善となった結果を紹介した。業種別では、小売業・サービス業がインバウンドや全国旅行支
援による客足の回復で改善となったことや、製造業が飲食・宿泊業向けの食料品や企業の設備
投資需要にけん引されたことなどが取り上げられた。


